
　
「
増
税
の
前
に
議
員
報
酬
カ
ッ
ト
を
求

め
る
陳
情
書
」―

議
会
運
営
委
員
会
付
託
―

「
お
お
た
け
風
の
会
」
会
長　

広
中　

剛

　

平
成
19
年
9
月
の
定
例
会
で
、
市
議
会

で
報
酬
等
の
減
額
を
前
提
と
し
た
市
特
別

職
報
酬
等
審
議
会
へ
の
諮
問
を
求
め
る
決

議
は
否
決
し
ま
し
た
。
庶
民
に
我
慢
を
押

し
付
け
る
前
に
、
議
員
の
報
酬
削
減
を
実

施
す
べ
き
と
い
う
陳
情
で
す
。

　

な
お
、
屋
内
温
水
プ
ー
ル
建
設
に
向
け

て
の
陳
情
書
、
大
竹
市
晴
海
埋
立
地
に

サ
ッ
カ
ー
場
建
設
を
求
め
る
陳
情
書
は
い

ず
れ
も
継
続
審
査
と
し
て
お
り
ま
す
。

11
月
1
日　

議
会
運
営
委
員
会

　

 

〃 　
　

議
会
改
革
等
研
究
会

11
月
7
日　

広
島
・
岩
国
間
バ
イ
パ
ス

 

期
成
同
盟
会
要
望
活
動

 

（
防
府
市
）

11
月
8
日　

生
活
環
境
委
員
協
議
会

　
 

〃 　
　

本
会
議
（
臨
時
会
）

　
 

〃 　
　

決
算
特
別
委
員
会

　
 

〃 　
　

議
員
全
員
協
議
会

　

 
〃 　
　

議
会
運
営
委
員
会

11
月
12
日　

市
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

11
月
13
日　

決
算
特
別
委
員
会

　

〜
16
日

11
月
20
日　

広
島
県
自
治
体
代
表
者
会
議

 

（
東
京
）

11
月
29
日　

議
会
運
営
委
員
会

　

 

〃 　
　

議
員
全
員
協
議
会

　

 

〃 　
　

生
活
環
境
委
員
協
議
会

　

 

〃 　
　

議
会
改
革
等
研
究
会

12
月
3
日　

国
会
対
策
委
員
会
（
東
京
）

12
月
4
日　

 

平
成
20
年
度
地
方
税
財
政
対

策
に
対
す
る
実
行
運
動（
東
京
）

12
月
6
日　

議
会
運
営
委
員
会

　

 

〃 　
　

本
会
議

12
月
7
日　

本
会
議

12
月
10
日　

総
務
文
教
委
員
会

　

 

〃 　
　

市
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

12
月
11
日　

生
活
環
境
委
員
会

12
月
12
日　

 

岩
国
大
竹
道
路
対
策
特
別
委

員
会

　

 

〃 　
　

生
活
環
境
委
員
会

　

 

〃 　
　

議
会
改
革
等
研
究
会

　

 

〃 　
　

議
会
運
営
委
員
会

12
月
21
日　

議
会
運
営
委
員
会

　

 

〃 　
　

本
会
議

　

 

〃 　
　

市
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

12
月
25
日　

議
員
全
員
協
議
会

平
成
20
年

1
月
9
日　

市
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

1
月
15
日　

議
会
運
営
委
員
会

1
月
17
日　

石
油
基
地
防
災
対
策
都
市
議

　

〜
18
日　

会
協
議
会
役
員
会（
静
岡
県
）

1
月
21
日　

市
議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

1
月
22
日　

本
会
議
（
臨
時
会
）

　

 

〃 　
　

総
務
文
教
委
員
会

　

 

〃 　
　

生
活
環
境
委
員
会

　

 

〃 　
　

生
活
環
境
委
員
会
協
議
会

1
月
23
日　

薩
摩
川
内
市
来
庁

1
月
24
日　

 

道
路
特
定
財
源
の
暫
定
税
率

延
長
等
に
関
す
る
緊
急
要
請

会
議
（
東
京
）

1
月
29
日　

三
豊
市
来
庁

1
月
30
日　

 

広
島
県
市
議
会
議
長
会
西
部
ブ

ロッ
ク
議
員
研
修
会（
広
島
市
）

議
会
日
誌

請
願
・
陳
情

用
語
説
明

「
一
般
質
問
」

　

一
般
質
問
は
、
提
出
さ
れ
た
議
案
に

関
し
て
疑
義
を
質
す
「
質
疑
」
と
異
な

り
、
市
の
行
政
全
般
に
わ
た
っ
て
、
事

務
の
執
行
状
況
及
び
将
来
に
対
す
る
方

針
等
に
つ
い
て
所
信
を
質
し
、
あ
る
い

は
報
告
、
説
明
を
求
め
又
は
疑
問
を
質

す
も
の
で
す
。

「
決
算
特
別
委
員
会
」

　

決
算
を
集
中
的
に
審
査
す
る
た
め
、

本
会
議
の
議
決
に
よ
っ
て
設
置
さ
れ
る

委
員
会
の
こ
と
を
言
い
ま
す
。
本
市
で

は
半
数
の
議
員
8
名
で
審
議
さ
れ
ま
す
。

　

決
算
審
査
（
決
算
に
つ
い
て
内
容
を

審
査
し
た
上
で
、
収
入
・
支
出
が
適

法
・
正
当
に
行
な
わ
れ
た
か
確
認
す
る

こ
と
）
の
流
れ
は
次
の
図
の
よ
う
に
な

り
ま
す
。

（
予
算
の
審
査
に
お
い
て
も
同
様
の
手

順
で
行
な
わ
れ
ま
す
。）

本
会
議　
（
第
4
回
臨
時
市
議
会
）

　

上
程
（
議
事
日
程
に
入
れ
、
議
題
と

　

 

← 　

し
審
議
の
対
象
と
し
ま
す
）

　

質
疑

　

 

←

　

決
算
特
別
委
員
会
設
置

　

 

←

　

付
託
（
審
査
を
特
別
委
員
会
に
任
せ

　

 

← 　

ま
す
）

委
員
会

　

審
査

 　

←

　

決
定
（
特
別
委
員
会
と
し
て
の
意
思

 　

← 　

を
多
数
決
で
決
定
し
ま
す
）

本
会
議
（
第
5
回
定
例
市
議
会
）

　

報
告
（
特
別
委
員
会
で
の
審
査
状
況

 　

← 　

を
報
告
し
ま
す
）

　

委
員
長
報
告
に
対
す
る
質
疑

 　

←

　

討
論
（
各
議
員
が
賛
成
反
対
の
発
言

 　

← 　

を
し
ま
す
）

　

採
決
（ 

賛
成
者
の
起
立
等
に
よ
り
議

会
と
し
て
の
意
思
を
多
数
決

に
よ
っ
て
決
定
し
ま
す
）

「
先
進
市
事
例
調
査
研
究
」

　

市
の
抱
え
る
大
き
な
懸
案
事
項
や
、

市
議
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
陳
情
な
ど

に
対
す
る
判
断
の
参
考
に
す
る
た
め
、

類
似
し
た
案
件
を
抱
え
る
先
進
各
市
に

赴
い
て
、
成
功
事
例
・
失
敗
事
例
や
そ

の
要
因
な
ど
を
調
査
す
る
も
の
で
す
。

　

調
査
案
件
は
、
事
前
に
各
委
員
が
調

査
目
的
・
調
査
対
象
案
を
持
ち
寄
っ
て

協
議
・
決
定
し
、
さ
ら
に
案
件
に
よ
っ

て
は
行
政
執
行
部
職
員
も
同
行
調
査
す

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

市
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議 会 だ よ り



　子どもたちに豊かな教育を保障することは、社会の基盤作りにとってきわめて重要
なことです。
　現在、多くの都道府県で、児童生徒の実態に応じ、きめ細やかな対応ができるよう
にするために少人数教育が実施されていますが、保護者や子どもたちから大変有益で
あるとされています。
　しかし、2006年度より義務教育費国庫負担金の負担割合が2分の1から3分の1に縮
小されたことや、地方交付税削減の影響、厳しい地方財政の状況などから、自治体
独自に少人数教育を推進することに限界があります。
　このため、学校施設などを含めて教育条件の地域間格差も拡がりつつあります。一
方、就学援助受給者の増大に現れているように、低所得者層の拡大・固定化がすすん
でいます。
　自治体の財政力や保護者の家計の違いによって、セーフティネットとして子どもたち
が受ける「教育水準」に格差があってはなりません。
　日本の教育予算は、GDP比に占める教育費の割合や教職員数になどにみられるよう
にOECD諸国に比べて脆弱と言わざるを得ません。
　教育は未来への先行投資であり、子どもたちがどこに生まれ育ったとしても、等し
く良質な教育が受けられる必要があります。
　よって、政府におかれましては2008年度の予算編成にあたり、次の事項について実
施されますよう要望します。

1． 教育制度の根幹である、教育の機会均等・水準確保・無償制の維持に不可欠な義
務教育費国庫負担制度について、国負担率2分の1に復元することを含めて堅持す
ること。

2． 地方分権にふさわしい地方財政を確保すること。特に30人以下学級は、地方自治
体に任せるのではなく、国の負担・責任で全国一斉に実施すること。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。

平成19年12月21日 大 竹 市 議 会

意見書送付先　○内閣総理大臣　○財務大臣　○文部科学大臣　○総務大臣

○ 

大
竹
市
教
育
振
興
基
金
条
例
の
制
定

　

学
校
教
育
、
社
会
教
育
、
芸
術
文
化
及

び
ス
ポ
ー
ツ
等
の
振
興
を
図
る
た
め
の
事

業
に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た

め
、
基
金
を
設
立
す
る
条
例
を
制
定
す
る

も
の
で
す
。

○ 

大
竹
市
保
育
所
設
置
条
例
の
一
部
改
正

　

指
定
管
理
者
制
度
に
よ
る
公
設
民
営
の

さ
か
え
保
育
所
を
民
設
民
営
の
保
育
所
に

移
行
す
る
た
め
改
正
す
る
も
の
で
す
。

○ 

大
竹
市
立
学
校
設
置
条
例
の
一
部
改
正

に
つ
い
て

平
成
19
年

第
4
回
臨
時
市
議
会

会
期
11
月
8
日

　

決
算
認
定
議
案
を
提
出
す
る
た
め

に
、
臨
時
会
を
開
き
、
決
算
特
別
委

員
会
を
設
置
し
ま
し
た
。

平
成
19
年

第
5
回
定
例
市
議
会

会
期
12
月
6
日
〜
21
日

　

会
期
中
に
条
例
案
7
件
（
原
案
可

決
）、補
正
予
算
案
13
件
（
原
案
可
決
）、

そ
の
他
3
件
の
議
案
、
請
願
1
件
、
陳

情
2
件
の
審
議
を
し
、
陳
情
1
件
を
委

員
会
へ
付
託
し
ま
し
た
。

　

主
な
議
案
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

松
ケ
原
小
学
校
を
閉
校
し
、
玖
波
小
学

校
に
統
合
す
る
た
め
改
正
す
る
も
の
で
す
。

○ 

松
ケ
原
こ
ど
も
館
の
指
定
管
理
者
の
指

定
に
つ
い
て

　

指
定
期
間
が
平
成
20
年
3
月
末
ま
で
と

な
っ
て
い
る
も
の
を
引
き
続
き
平
成
23
年

3
月
31
日
ま
で
「
松
ケ
原
町
自
治
会
」
を

指
定
管
理
者
に
指
定
す
る
も
の
で
す
。

○ 

一
般
職
の
職
員
の
給
与
の
特
例
に
関
す

る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　

平
成
20
年
4
月
か
ら
平
成
22
年
6
月
ま

で
の
間
、
一
般
職
の
職
員
の
給
料
月
額
等

を
引
き
下
げ
る
（
2
%
〜
3
%
）
た
め
条

例
を
制
定
す
る
も
の
で
す
。

○ 
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例

の
一
部
改
正

　

国
家
公
務
員
の
給
与
の
改
定
に
伴
い
、

若
年
層
に
限
定
し
た
給
料
月
額
の
引
き
上

げ
及
び
扶
養
手
当
の
額
の
改
正
並
び
に
勤

勉
手
当
の
支
給
割
合
を
引
き
上
げ
る
た

め
、条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

○ 

平
成
19
年
度
大
竹
市
一
般
会
計
補
正
予

算
（
第
3
号
）（
第
4
号
）

　

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
2
億
9
千
4
1
3

万
円
を
追
加
し
、
予
算
総
額
を
1
2
1
億

2
千
39
万
2
千
円
に
す
る
も
の
で
す
。

　

歳
出
の
主
な
内
容
は
、
減
債
基
金
積
立

1
億
7
千
12
万
7
千
円
、
重
度
心
身
障
害

者
医
療
助
成
費
等
4
8
4
万
7
千
円
、
医

療
扶
助
費
2
千
8
2
0
万
円
、
ご
み
固
形

燃
料
施
設
の
維
持
管
理
に
要
す
る
経
費
1

千
5
7
0
万
1
千
円
の
増
額
等
で
す
。

　

歳
入
の
主
な
内
容
は
、
個
人
市
民
税
、

固
定
資
産
税
、
退
職
手
当
基
金
繰
入
金
の

増
額
、
普
通
交
付
税
の
減
額
、
財
政
調
整

基
金
繰
入
で
す
。

※ 

そ
の
他
3
件
、
企
業
会
計
3
件
、
特
別

会
計
8
件
の
補
正
予
算
等
が
審
議
さ
れ

て
お
り
ま
す
。

「教育予算を増額し、義務教育費国庫負担制度堅持」を求める意見書
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